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平成３０年７月豪雨の被災状況
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ため池維持管理状況

堤体状況：木・草が繁茂し山林化している。 ①

堤体

池内

池内

堤 体
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堤体状況：木・草が繁茂し山林化している。 ②

ため池維持管理状況
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ため池維持管理状況

堤体状況：定期的な草刈り等を実施し管理されている。

堤 体
堤 体

堤 体

堤 体
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様
式
第
１
号
（
第
４
条
第
１
項
／
附
則
第

２
条
第
１
項
関
係
）
農
業
用
た
め
池
の
届
出

年
月

日

長
崎
県
知
事
　
　
様

届
出
者
氏
名
　
（
法
人
・
団
体
に
あ
っ
て
は
、
名
称
及

び
代
表
者
の
氏
名

）

印

住
所

委
任

・
賃

借
・
共

同
（
入

会
）
・
そ
の

他
（
事

務
管

理
な
ど
）

［
添
付
資
料

］（案
）

（
１
）
　
法
人
の
定
款
又
は
寄
附
行
為
の
写

し
（
所
有
者
又
は
管
理
者
が
法
人

で
あ
る
場
合
）

（
２
）
　
団
体
の
規
約
等

（
管
理
者
が
法
人

で
な
い
団
体
で
あ
る
場
合
）

（
３
）
　
そ
の
他
参
考

と
な
る
べ
き
書
類

（
備
考
）

１
　
附
則
第

２
条
第
１
項
は
、
既
存
農
業
用

た
め
池
の
所
有
者
等
が
都
道
府
県
知
事
へ
届
出

を
行
う
場
合
。

２
　
管
理
の
権
原
の
種
類
は
該
当

す
る
項
目
を
○
で
囲
む
こ
と
。

３
　
管
理
者
は
、
所
有
権
以
外
の
権
原

に
基
づ
い
て
管
理
を
行
う
者
で
あ
る
。

堤
高
(m

)
堤

頂
長

(m
)

総
貯

水
量

(m
3
)

他
　
　
　
名

（
別
紙
）

所
有
者

共
有
者

氏
名
（
名
称
）

住
所

管
理

の
権

原
の

種
類

代
表
者

（
法
人
又
は
団
体
の
場
合
）

管
理
者

管
理
の
内

容

代
表
者

（
法
人
の
場
合

）

氏
名
（
名
称
）

住
所

農
業

用
た
め
池

の
届

出
書

た
め
池
の
所
在

地

た
め
池
の
名
称

ふ
り
が
な

電
話
番
号

農
業
用

た
め
池
の
管
理
及

び
保
全

に
関

す
る
法
律
第

４
条
第

１
項
／
附
則
第

２
条
第

１
項
の
規
定

に
よ
り
、
次
の

と
お
り
届

け
出

ま
す
。
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※
堤

体
の

底
地

や
池

敷
が

民
間

所
有

と
行

政
所
有

が
混

在
す

る
場

合
も

届
出

対
象

所
有

者
が

管
理

を
行

っ
て

い
る

場
合

は
、

空
欄

と
せ

ず
所

有
者

を
記

載
す

る
。

全
体

工
事

を
実

施
の

場
合

、
ほ

ぼ
値

が
変

わ
る

の
で

、
工

事
完

成
後

変
更

届
出

を
要

す
る

。
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管
理
者
の
変
更
を
さ
れ
た
場
合
は
、
遅
滞
な
く
本
様
式
に
て
届
出
を
お
願
い
し
ま
す
。

各
市
町
の
た
め
池
担
当
課
に
行
か
れ
て
、
そ
の
場
で
記
入
す
る
方
法
が
確
実
か
と
思
い
ま
す
。

　
届
出
の
流
れ
：
所
有
者
等
（
届
出
）
 
→
 
市
町
担
当
課
（
進
達
）
 
→
 
県
各
振
興
局
た
め
池
担
当
課
（
受
理
）

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
↓

　
　
　
　
同
時
に
「
た
め
池
防
災
支
援
シ
ス
テ
ム
」
の
デ
ー
タ
更
新
の
た
め
、
編
集
欄
に
内
容
を
入
力
す
る
。

　
※
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
整
備
の
た
め
、
全
て
の
た
め
池
に
お
い
て
管
理
者
等
の
変
更
が
生
じ
た
ら
、
そ
の
旨

　
　
市
町
担
当
課
へ
連
絡
を
お
願
い
し
ま
す
。

※
追
記
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① ため池から100m未満の浸水区域内に家屋、公共施設等が
あるもの

② ため池から100～500ｍの浸水区域内に家屋、公共施設等
があり、かつ貯水量1,000m3以上のもの

③ ため池から500m以上の浸水区域内に家屋、公共施設等
があり、かつ貯水量5，000ｍ3以上のもの

④ 地形条件、家屋等との位置関係、維持管理の状況等から
都道府県及び市町村が必要と認めたもの

・ため池管理保全法に規定する特定農業用ため池の指定要件と同じであり
浸水区域に住宅等が存しなくなる若しくは貯水量が縮小するなど、上記指
定要件に該当しなくなった場合は、指定解除を行う。

※防災重点農業用ため池指定の基準

※防災重点農業用ため池とは

ため池堤体の決壊により、浸水が想定される区域内に家屋や
公共施設等が存在し、人的被害を与えるおそれのあるため池
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